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1.事業報告の｢会計監査人の状況｣ 

⑴会計監査人の名称 
新日本有限責任監査法人 

⑵当事業年度に係る会計監査人の報酬等の額 

①当事業年度に係る会計監査人としての報酬等 
 454百万円 

②当社及び当社子会社が支払うべき金銭その他の財産上の利益の合計額 
 998百万円 
(注)1. 当社と会計監査人との間の監査契約において、会社法に基づく監査の報酬等の額と金融

商品取引法に基づく監査の報酬等の額を区分しておりませんので、これらの合計額を記

載しております。 

2. 当社は会計監査人に対して、公認会計士法第2条第1項の業務以外の業務である、英文
開示書類の助言業務についての対価を支払っております。 

③当社の重要な子会社(｢1.企業集団の現況に関する事項｣の｢⑹重要な子会社の状況｣に記載)のう
ち、海外子会社は、当社の会計監査人以外の監査法人の監査を受けております。 

⑶会計監査人の解任または不再任の決定の方針 

会計監査人が会社法第 340 条第 1 項各号に定める項目に該当すると認められる場合には、監査
役会は監査役全員の同意により、会計監査人を解任します。また、そのほか会計監査人であることに

つき支障があると判断される場合には、取締役会は監査役会の同意を得て、または監査役会の請求

により、会計監査人の解任または不再任の議案を株主総会に提出します。 

2.事業報告の｢会社の体制及び方針｣ 

●取締役の職務の執行が法令及び定款に適合することを確保するための体制その他業務の適正

を確保するための体制 
当社が、会社が業務の適正を確保するための体制として取締役会において決議した事項の概

要は、下記のとおりであります。 

⑴取締役の職務の執行が効率的に行われることを確保するための体制 

①取締役会を設置し、会社の重要な業務執行の決定及び個々の取締役の職務の執行の監督を行

う。また、監査役会を構成する監査役は、取締役の職務の執行を監査する。 

②効率的で機動的な経営を行うため、取締役会の構成は小規模なものとし、業務執行について

は明確な形で執行役員及び従業員に権限を委譲する。 

③事業戦略などの会社の重要事項について審議し議論するエグゼクティブコミッティ、並びに

会社の日常的な業務執行に関する事項について審議し議論するオペレーションズコミッテ

ィを設置する。 

④地域及び特定の事業領域に関する事項を審議し議論するマネジメントコミッティを設置する。 

⑤クロス・ファンクション活動(機能横断的活動)を進めるため、クロス・ファンクショナル・
チーム(CFT)を置く。CFTは、会社が取り組むべき各種の課題や問題を発掘し、それをライ
ン組織に提案する。 

⑥社内意思決定の迅速化を図り、意思決定プロセスを明確にするため、明確で透明性の高い権

限基準を整備する。 
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⑦中期経営計画及び年度事業計画の策定を通じ、経営方針と事業目的を具体化し、共有するこ

とにより、効率的かつ効果的な業務執行を行う。 

⑵取締役及び使用人の職務の執行が法令及び定款に適合することを確保するための体制 

①世界中のグループ会社で働く全ての社員を対象として｢グローバル行動規範｣を策定し、その

周知・徹底を図る。 

②行動規範の遵守を確実なものとするため、eラーニングなどの教育プログラムを充実させる。 

③当社の取締役や執行役員を対象に、｢取締役・執行役員の法令遵守ガイド｣を策定し、その遵

守を徹底する。 

④反社会的勢力に対しては、会社として毅然とした態度で臨むものとし、当社の役員・従業員

は、万一反社会的勢力から何らかのアプローチを受けた場合は、速やかに上司並びに専門の

委員会に報告し、その指示に従う。 

⑤当社の役員・従業員は、業務遂行上、直接・間接を問わず、詐欺・恐喝等の不正・犯罪行為

に関わることなく良識ある行動をとるものとし、そのような不正・犯罪行為あるいはそのお

それがある事態に遭遇した場合は、毅然とした態度で臨むと同時に、速やかに上司並びに専

門の委員会に報告し、その指示に従う。 

⑥これらの遵守状況をチェックし、遵守を保証するための仕組みとして、｢グローバルコンプラ

イアンス委員会｣を設置する。 

⑦内部通報制度(イージーボイスシステム)を導入することにより、社員からの意見・質問・要
望及びコンプライアンス違反の疑いのある行為等について直接当社マネジメントに伝える

ことを可能とする。 

⑧社内規程を整備する。｢グローバル内部者取引防止管理規程｣や｢個人情報管理規程｣などの規

程類を整備し、教育・研修プログラムを通じて、周知・徹底と啓発を行う。 

⑨金融商品取引法及び関連する規則や基準に基づき、財務報告の正確性と信頼性を確保するた

めの内部統制の仕組みを強化する。 

⑩当社及びグループ会社の業務執行に関する監査及び法令、定款、企業倫理の遵守状況の確認

等を定期的に行うことを目的に、専門の内部監査部署を設置し、有効かつ効率的な内部監査

を行う。 

⑶損失の危険の管理に関する規程その他の体制 

①リスクを早期に発見し、必要な対策を検討・実行することにより、発生率の低減を図るとと

もに、万一発生した場合に会社に与える被害の最小化に努め、その目的達成のため、｢グロ

ーバルリスク管理規程｣に基づき行動する。 

②全社的・組織横断的なリスクのマネジメントについては、各エグゼクティブコミッティメン

バーを中心に管理責任者として任命し、その責任の下、リスク管理マニュアルを策定する等

具体的対策を講じる。 

③全社的レベルのリスク以外の個別のビジネスリスクの管理は、それぞれのリスク管理責任者

が担当し、リスクの発生を極小化するために、本来業務の一環として必要な措置を講じる。 

⑷取締役の職務の執行に係る情報の保存及び管理に関する体制 

①法令及び取締役会規則の定めるところに従い、取締役の職務の執行に係る取締役会の議事録

を作成し、適切に保管・管理する。 

②各部署の業務遂行に伴って職務権限基準に従って決裁される案件は、電子システムあるいは
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書面によって決裁し、適切に保管・管理する。 

③これらの情報は、主管部署が秘匿管理に配慮した厳格な保管・管理を行い、取締役、監査役

等から業務上の必要により閲覧の申請があった場合には、閲覧できる仕組みとする。 

④｢情報セキュリティーポリシー｣に従い、情報の適切な保管・管理を徹底し、情報の漏洩や不

適切な利用を防止する。 

⑸当社並びにその親会社及び子会社から成る企業集団における業務の適正を確保するための体

制 

①適正かつ効率的で統一的なグループ経営が行われるよう、グループ会社横断的な各種マネジ

メントコミッティを設置する。 

②マネジメントコミッティを通じて、グループ会社に対して情報を伝えるとともに、当社の経

営方針を共有し、国内外のグループ会社の意思決定が効率的かつ迅速に行われることを確保

する。 

③各グループ会社においても、明確で透明性の高い権限基準を策定する。 

④グローバル行動規範の下に、グループ各社は各社独自の行動規範を策定するとともに、コン

プライアンス委員会を設置し、法令や企業倫理の遵守を図る。グローバルコンプライアンス

委員会では、定期的に国内外のグループ会社の状況をモニターし、さらなる法令及び定款の

遵守並びに企業倫理の徹底に取り組む。また、グループ会社でも内部通報制度(イージーボイ
スシステム)を導入し、意見・質問・要望等を直接所属会社あるいは当社に提出する仕組みを
整備する。 

⑤当社の内部監査部署は、グループ会社の業務執行及び法令・定款の遵守状況やリスク管理状

況の確認等を目的としてグループ会社監査を実施する。主要なグループ会社においては、内

部監査部署を設置し、当社の内部監査部署の統括の下に独自の内部監査を行う。 

⑥当社の監査役は、連結経営の観点より、グループ全体の監査の実効性を確保するため、定期

的にグループ各社の監査役と情報及び意見の交換を行う。 

⑹監査役がその職務を補助すべき使用人を置くことを求めた場合における当該使用人に関する

事項並びに当該使用人の取締役からの独立性に関する事項 

①監査役の職務を補助するための組織として監査役室を置き、専任の管理職を配置し、監査役

の指揮命令の下にその職務を遂行する。 

②監査役室の使用人の評価は監査役の協議で行い、人事異動や懲戒処分については、あらかじ

め監査役会の同意を得る。 

⑺取締役及び使用人が監査役に報告をするための体制その他の監査役への報告に関する体制 

①監査役は、年度監査計画を策定し、監査を実施する。当該計画には社内各部門による業務報

告を含み、これに従って、取締役及び使用人は報告を実施する。 

②取締役は、会社に著しい損害を及ぼす事実またはそのおそれのある事実を発見したときは、

直ちに監査役に報告する。 

③取締役及び使用人は、監査役から業務の執行状況について報告を求められた場合、迅速に対

応する。 

④内部監査部署は、その監査計画や監査結果を監査役に定期的に報告する。 

⑻その他監査役の監査が実効的に行われることを確保するための体制 

①監査役のうち半数以上を社外監査役とし、独立性を強化する。監査役は定期的に監査役会を
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開催し、監査役相互の情報・意見交換を通じて課題を共有するとともに、必要に応じて随時

協議を行う。 

②社長を始めとする代表取締役と監査役は、定期的に会合を持ち、幅広く意見の交換を行う。 
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3.連結計算書類の｢連結株主資本等変動計算書｣ 

(単位:百万円)

科　　　目 金    額

株主資本

　資本金

　　前期末残高 605,814

　　当期末残高 605,814

　資本剰余金

　　前期末残高 804,470

　　当期末残高 804,470

　利益剰余金

　　前期末残高 2,456,523

　　実務対応報告第24号適用による期首変動 △ 357

　　当期変動額

　　　剰余金の配当 △ 20,922

　　　当期純利益 319,221

　　　自己株式の処分 △ 20,731

　　　連結範囲の変動 62

　　　持分法の適用範囲の変動 △ 543

　　　当期変動額合計 277,087

　　当期末残高 2,733,253

　自己株式

　　前期末残高 △ 267,841

　　当期変動額

　　　自己株式の処分 106,302

　　　自己株式の取得 △ 485

　　　当期変動額合計 105,817

　　当期末残高 △ 162,024

　株主資本合計

　　前期末残高 3,598,966

　　実務対応報告第24号適用による期首変動 △ 357

　　当期変動額

　　　剰余金の配当 △ 20,922

　　　当期純利益 319,221

　　　自己株式の処分 85,571

　　　自己株式の取得 △ 485

　　　連結範囲の変動 62

　　　持分法の適用範囲の変動 △ 543

　　　当期変動額合計 382,904

　　当期末残高 3,981,513

連結株主資本等変動計算書

自 平成22年4月 1日
至 平成23年3月31日
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その他の包括利益累計額

　その他有価証券評価差額金

　　前期末残高 1,045

　　当期変動額

　　　株主資本以外の項目の当期変動額（純額） 19,817

　　　当期変動額合計 19,817

　　当期末残高 20,862

　繰延ヘッジ損益

　　前期末残高 △ 4,012

　　当期変動額

　　　株主資本以外の項目の当期変動額（純額） 5,916

　　　当期変動額合計 5,916

　　当期末残高 1,904

　連結子会社の貨幣価値変動会計に基づく再評価積立金

　　前期末残高 △ 13,945

　　当期末残高 △ 13,945

　在外子会社の年金会計に係る未積立債務

　　前期末残高 1,115

　　実務対応報告第24号適用による期首変動 △ 1,115

　　当期末残高 ―

　為替換算調整勘定

　　前期末残高 △ 875,818

　　実務対応報告第24号適用による期首変動 547

　　当期変動額

　　　株主資本以外の項目の当期変動額（純額） △ 173,648

　　　当期変動額合計 △ 173,648

　　当期末残高 △ 1,048,919

　その他の包括利益累計額合計

　　前期末残高 △ 891,615

　　実務対応報告第24号適用による期首変動 △ 568

　　当期変動額

　　　株主資本以外の項目の当期変動額（純額） △ 147,915

　　　当期変動額合計 △ 147,915

　　当期末残高 △ 1,040,098

新株予約権

　前期末残高 2,387

　当期変動額

　　株主資本以外の項目の当期変動額（純額） 28

　　当期変動額合計 28

　当期末残高 2,415

少数株主持分

　前期末残高 305,367

　実務対応報告第24号適用による期首変動 △ 1,305

　当期変動額

　　株主資本以外の項目の当期変動額（純額） 25,891

　　当期変動額合計 25,891

　当期末残高 329,953

純資産合計

　前期末残高 3,015,105

　実務対応報告第24号適用による期首変動 △ 2,230

　当期変動額

　　剰余金の配当 △ 20,922

　　当期純利益 319,221

　　自己株式の処分 85,571

　　自己株式の取得 △ 485

　　連結範囲の変動 62

　　持分法の適用範囲の変動 △ 543

　　株主資本以外の項目の当期変動額（純額） △ 121,996

　　当期変動額合計 260,908

　当期末残高 3,273,783  
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(参考情報)｢連結包括利益計算書｣ 

（参考情報）

(単位:百万円)

科　　　目 金    額

少数株主損益調整前当期純利益 348,014

その他の包括利益

　その他有価証券評価差額金 15,701

　繰延ヘッジ損益 4,903

  在外子会社の年金会計に係る未積立債務 △ 1,573

　為替換算調整勘定 △ 159,115

　持分法適用会社に対する持分相当額 △ 18,732

　その他の包括利益合計 △ 158,816

包括利益 189,198

（内訳）

　親会社株主に係る包括利益 170,870

　少数株主に係る包括利益 18,328

連 結 包 括 利 益 計 算 書

自 平成22年4月 1日
至 平成23年3月31日
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4.連結計算書類の｢連結注記表｣ 

連結計算書類作成のための基本となる重要な事項に関する注記

１．連結の範囲及び持分法の適用に関する事項

(1) 連結子会社 207 社 （国内 81 社、海外 126 社）

   国内車両・部品販売会社 日産プリンス東京販売(株)、神奈川日産自動車(株)､日産フリート(株)

日産部品中央販売(株) 他54社

   国内車両・部品製造会社 日産車体(株)、愛知機械工業(株)、ジヤトコ(株) ､カルソニックカンセイ(株)他7社

   国内物流・ｻｰﾋﾞｽ会社 日産トレーデイング(株)、(株)日産フィナンシャルサービス、(株)オーテックジャパン 他9社

   在外会社 北米日産会社､日産インターナショナル社､英国日産自動車製造会社､メキシコ日産自動車会社 他122社

非連結子会社 133 社 （国内 87 社、海外 46 社）

   国内会社 日産マリーン(株)、日産車体マニュファクチュアリング（株） 他85社

   在外会社 カルソニックカンセイ・スペイン社 他45社

  なお、上記の非連結子会社は、総資産・売上高・当期純損益・利益剰余金等を勘案しても比較的小規模であり、

全体としても連結計算書類に重要な影響を与えていないため連結の範囲から除外した。

(2) 持分法適用会社 59 社

   非連結子会社 35 社 （国内 20 社、海外 15 社）

日産マリーン(株)、カルソニックカンセイ・スペイン社 他33社

   関連会社 24 社 （国内 17 社、海外 7 社）

鬼怒川ゴム工業(株)、(株)東日カーライフグループ 他22社

    持分法非適用会社 130 社

   非連結子会社 98 社 日産車体マニュファクチュアリング（株） 他97社

   関連会社 32 社 (株)トノックス 他31社

  なお、上記の非連結子会社及び関連会社については、いずれも当期純損益及び利益剰余金等に及ぼす影響が軽微であり、

かつ全体としてもその影響の重要性がないため持分法適用の範囲から除外した。

(3) 連結の範囲及び持分法の適用の異動状況

連結新規 8 社 日産フォークリフト(株)、ルノー日産オートモーティブインディア社　他6社

連結除外 5 社 日産デザイン・アメリカ会社、日産テクニカルセンターノースアメリカ会社　他3社

持分新規 5 社 アショックレイランド日産ビークル（株）、ベトナム日産会社　他3社

持分除外 1 社 ルノー日産オートモーティブインディア社

  異動の主な理由は、新規会社は新規設立、重要性の増加等によるものであり、除外会社は

合併消滅、清算等によるものである。

２．連結子会社の決算日等に関する事項

(1) 連結子会社のうち、決算日が連結決算日(3月31日)と異なる子会社は次のとおりである。

・12月31日が決算日の会社・・・東風汽車有限公司、裕隆日産汽車股份有限公司、

　　  メキシコ日産自動車会社他39社

(2) 12月31日が決算日の会社のうち、メキシコ日産自動車会社他9社については、連結決算日における

仮決算による財務諸表で連結している。また、東風汽車有限公司、裕隆日産汽車股份有限公司他30社に

ついては、各社の決算日現在の財務諸表を使用し、連結決算日との間に生じた重要な取引について調整を

行ったうえで連結している。

３．会計処理基準に関する事項

(1) 重要な資産の評価基準及び評価方法

①有価証券 ・満期保有目的の債券…償却原価法

・その他有価証券

時価のあるもの…連結決算日の市場価格等に基づく時価法

（評価差額は全部純資産直入法により処理し、売却原価は移動平均法により算定）

時価のないもの…移動平均法に基づく原価法

②デリバティブ 時価法

③棚卸資産 通常の販売目的で保有する棚卸資産…主として先入先出法に基づく原価法

（貸借対照表価額は収益性の低下に基づく簿価切下げの方法により算定）

(2) 重要な減価償却資産の減価償却の方法

自己所有の固定資産は主として耐用年数を見積耐用年数、残存価額を実質的残存価額とする定額法を採用している。

リース資産の耐用年数は見積耐用年数又はリース期間とし、残存価額は実質的残存価額とする定額法を採用している。

連 結 注 記 表
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(3) 重要な引当金の計上基準

債権の貸倒れによる損失に備えるため、一般債権については貸倒実績率により、

貸倒懸念債権等特定の債権については個別に回収可能性を検討し、回収不能見込み額

を計上している。

製品のアフタ－サ－ビスに対する費用の支出に備えるため、保証書の約款に従い、過去の

実績を基礎に翌期以降保証期間内の費用見積額を計上している。

主として従業員の退職給付に備えるため､当連結会計年度末における退職給付債務及び

年金資産の見込み額に基づき、退職給付引当金または前払年金費用を計上している。

会計基準変更時差異は、主として１５年による均等額を費用処理している。

過去勤務債務は、その発生時の従業員の平均残存勤務期間以内の一定の年数による定額法

により費用処理している。

数理計算上の差異は、主として各連結会計年度の発生時における従業員の平均残存勤務期間

以内の一定の年数による定額法により按分した額をそれぞれ発生の翌連結会計年度から費用

処理することとしている。

役員退職慰労引当金 役員の退職慰労金の支出に備えるため、内規に基づく期末要支給額を計上している。

災害損失引当金 東日本大震災による災害に伴い、今後発生が見込まれる費用について合理的に見積もられる金額

を計上している。

(4) 重要な外貨建の資産又は負債の本邦通貨への換算の基準

外貨建金銭債権債務は、連結決算日の直物為替相場により円貨に換算し、換算差額は損益として処理している。

なお、在外子会社等の資産及び負債は、連結決算日の直物為替相場により円貨に換算し、収益及び費用は期中平均

相場により円貨に換算し、換算差額は純資産の部における為替換算調整勘定及び少数株主持分に含めている。

(5) 重要なヘッジ会計の方法

ヘッジ会計の方法 原則として繰延ヘッジ処理によっている。なお、振当処理の要件を満

たしている為替予約等の内、外貨建売上債権に係るもの以外について

は振当処理に、特例処理の要件を満たす金利スワップについては特例

処理によっている。

ヘッジ手段とヘッジ対象 ・ヘッジ手段 … デリバティブ取引

・ヘッジ対象 … 主として外貨建債権債務等

ヘッジ方針 連結計算書類作成会社のリスク管理規定及びデリバティブ取引に

関する権限規定に基づき、為替変動リスク、金利変動リスク等を

一定の範囲内でヘッジしている。

ヘッジ有効性の評価方法 ヘッジ手段とヘッジ対象の取引に関する重要な条件が同一である場合

には、ヘッジ有効性の評価を省略している。

(6) 消費税等の会計処理

消費税等の会計処理は税抜方式によっている。

(7) 連結納税制度の適用

連結計算書類作成会社及び一部の子会社は連結納税制度を適用している。

４．のれん及び負ののれんの償却に関する事項

のれん及び平成22年３月31日以前に発生した負ののれん（のれん相当額及び負ののれん相当額）は重要性に応じ、

20年以内のその効果が発現すると認められる一定の年数にわたって均等償却を行っている。

但し、金額が僅少な場合は、すべて発生時の損益として処理している。

平成22年４月1日以降に発生した負ののれんは、当該負ののれんが生じた連結会計年度の利益として処理している。

５．連結計算書類作成のための基本となる重要な事項の変更に関する注記

(1) 「持分法に関する会計基準」及び「持分法適用関連会社の会計処理に関する当面の取扱い」の適用

　　当連結会計年度より、「持分法に関する会計基準」（企業会計基準第16号　平成20年３月10日公表分）及び

　　「持分法適用関連会社の会計処理に関する当面の取扱い」（実務対応報告第24号　平成20年３月10日）を適用

  　している。

　　これによる当連結会計期間の経常利益及び税金等調整前当期純利益に与える影響は軽微である。

　　また、この変更により、期首時点において、株主資本合計は、357百万円減少、その他の包括利益累計額合計は

　  568百万円減少、少数株主持分は1,305百万円減少、純資産合計では2,230百万円減少している。

(2) 資産除去債務に関する会計基準の適用

　　当連結会計年度より、「資産除去債務に関する会計基準」（企業会計基準第18号平成20年３月31日）及び

　　「資産除去債務に関する会計基準の適用指針」（企業会計基準適用指針第21号平成20年３月31日）を適用している。

　　これにより、当連結会計期間の税金等調整前当期純利益が3,936百万円減少している。なお、営業利益及び

　　経常利益に与える影響は軽微である。

６．表示方法の変更

主な変更内容は以下のとおりである。

「連結財務諸表に関する会計基準」（企業会計基準第22号　平成20年12月26日）に基づき「会社法施行規則、会社計算規則等の一部

を改正する省令」（平成21年法務省令第７号）の適用により、当連結会計年度より、「少数株主損益調整前当期純利益」の

科目で表示している。

貸倒引当金

製品保証引当金

退職給付引当金
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連結貸借対照表に関する注記

１．担保資産
(1) 担保に供している資産 販売金融債権 812,236 百万円

流動資産その他 17,692

有形固定資産 366,865

無形固定資産 54

計 1,196,847

(2) 上記担保資産の対象となる債務 短期借入金 283,309 百万円

長期借入金 640,960

(一年以内返済予定を含む）

計 924,269

２．有形固定資産の減価償却累計額        4,259,525百万円
（内、リース資産 223,158百万円）

３．保証債務等の残高

(1)保証債務残高 106,029 百万円

 （内、従業員向け 103,044百万円、その他 2,985百万円）

(2)保証予約残高 312 百万円

連結損益計算書に関する注記

災害による損失は東日本大震災によるもので主な内訳は次の通りである。

操業休止期間中の固定費 19,820 百万円

被災資産の廃棄損及び修繕費 12,590 百万円

その他 7,195 百万円

連結株主資本等変動計算書に関する注記

１．当連結会計年度末の発行済株式種類及び総数 普通株式 4,520,715 千株

２．配当に関する事項

(1) 配当金支払額

5

(注) 配当金の総額は、ルノーに対する配当金の内、ルノー株式に占める当社持分相当の配当金を控除したものである。

(2) 基準日が当連結会計年度に属する配当のうち、配当の効力が翌連結会計年度となるもの

株式の種類 普通株式

配当の原資 利益剰余金

配当の総額 20,916百万円  （1株当たり配当額 ５円）

基準日 平成23年３月31日

効力発生予定日 未定

（注）配当金の総額は、ルノーに対する配当金の内、ルノー株式に占める当社持分相当の配当金を控除したものである。

３．当連結会計年度末の新株予約権(権利行使期間の初日が到来していないものを除く。)の目的となる
株式の種類及び数

普通株式 28,730 千株

１株当たり
配当額(円)

基準日 効力発生日

平成22年9月30日 平成22年11月29日

配当金の総額

(百万円)

20,922

決議

平成22年11月4日
取締役会

株式の種類

普通株式
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金融商品に関する注記

１．金融商品の状況に関する事項
　当社グループの資金運用は、短期的な預金、適格な現先取引での運用などに限定されている。

資金調達については、短期・長期の銀行借入れ、社債、コマーシャル・ペーパー及び債権流動化による調達など、流動性リスク

を低減する為に調達手段の多様化を行っている。

　当社グループは、製品販売の対価として受取手形や売掛金を保有しており、契約に基づいた販売条件により資金回収を行って

いる。また、製品の開発・製造、販売に必要な部品・資材・サービスを調達しており、各種支払い条件に基づいた期日の債務を

保有している。

　デリバティブ取引は外貨建債権債務の為替変動リスクの回避、有利子負債の金利変動のリスク回避、及びコモディティの価格

変動リスク回避を目的としてグループ内のリスク管理規定に基づき行っており、投機目的の取引は行っていない。

　販売金融事業においては、厳格な与信審査により顧客へのオートローンやリース、ディーラーへの在庫金融などを中心とした

金融サービスを提供している。

２．金融商品の時価等に関する事項

　平成23年3月31日における連結貸借対照表計上額、時価及びこれらの差額については、次のとおりである。

なお、時価を把握することが極めて困難と認められるものは、次表には含まれていない（（注２）参照）。
（単位：百万円）

連結貸借対照表
計上額

時価 差額

(1) 現金及び預金 998,822 998,822 ―

(2) 受取手形及び売掛金 738,950

　 　貸倒引当金 △ 17,553

721,397 721,397 ―

(3) 販売金融債権 2,698,353

　 　貸倒引当金 △ 60,398

2,637,955 2,678,386 40,431

(4) 有価証券及び投資有価証券 460,390 488,920 28,530

(5) 長期貸付金 17,147

　 　貸倒引当金 △ 1,212

15,935 16,174 239

資産計 4,834,499 4,903,699 69,200

(1) 支払手形及び買掛金 1,181,469 1,181,469 ―

(2) 短期借入金 593,095 593,095 ―

(3) コマーシャル・ペーパー 256,601 256,601 ―

(4) 社債 728,130 744,637 △ 16,507

(5) 長期借入金 2,356,454 2,374,923 △ 18,469

(6) リース債務 144,733 148,229 △ 3,496

負債計 5,260,482 5,298,954 △ 38,472

デリバティブ取引 15,303 15,303 ―

（＊1）受取手形及び売掛金、販売金融債権及び長期貸付金に個別に計上された貸倒引当金は控除している。

（＊2）販売金融債権の連結貸借対照表計上額は、割賦繰延利益等△48,483百万円を含んでいる。

（＊3）社債、長期借入金及びリース債務には、流動負債における1年内償還予定の社債、 1年内返済予定の長期借入金及び

       リース債務をそれぞれ含んでいる。

（＊4）デリバティブ取引によって生じた正味の債権・債務は純額で表示しており、合計で正味の債務となる項目については、

      （　）で示している。

（注１）金融商品の時価の算定方法並びに有価証券及びデリバティブ取引に関する事項

資　産

(1) 現金及び預金、並びに(2) 受取手形及び売掛金

　　これらは短期間で決済されるため、時価は帳簿価額にほぼ等しいことから、当該帳簿価額によっている。

(3) 販売金融債権

 　これらの時価は、債権の回収期間ごとに区分した将来キャッシュ・フローに対し、満期までの期間及び信用リスクを加味

 した利率により割り引いた現在価値によっている。

(4) 有価証券及び投資有価証券

　　これらの時価について、株式は取引所の価格によっている。非上場外国投資信託は短期間で決済されるため、時価は帳簿

　価額にほぼ等しいことから、当該帳簿価額によっている。

(5) 長期貸付金

　　これらの時価は、個々の貸付金毎の将来キャッシュ・フロー（元利金）を、同様の新規貸付を行った場合に想定される利

　率により割り引いた現在価値により算定している。

負　債

(1) 支払手形及び買掛金、（2) 短期借入金、(3) コマーシャル・ペーパー

　　これらは短期間で決済されるため、時価は帳簿価額にほぼ等しいことから、当該帳簿価額によっている。

(4) 社債

　　当社の発行する社債の時価は、市場価格のあるものは市場価格に基づき、市場価格のないものは元利金の合計額を当該

　社債の残存期間及び信用リスクを加味した利率で割り引いた現在価値により算定している。

(5) 長期借入金、並びに(6) リース債務

　　これらの時価については、元利金の合計額を、新規に同様の借入又はリース取引を行った場合に想定される利率で割り引

　いた現在価値により算定している。

デリバティブ取引 　

　割引現在価値等により算定している。

　金利スワップの特例処理によるものは、ヘッジ対象とされている長期借入金と一体として処理されているため、その時価は

　当該長期借入金の時価に含めて記載している。

（注２）非上場株式（連結貸借対照表計上額79,171百万円）は、市場価格がなく、かつ将来キャッシュ・フローを見積もること

　などができず、時価を把握することが極めて困難と認められるため、｢(4)有価証券及び投資有価証券」には含めていない。  
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賃貸等不動産に関する注記

１．賃貸等不動産の状況に関する事項
当社及び一部の子会社では、国内及び海外において、賃貸等不動産を所有しており、主に自動車及び部品の

販売店舗等を有している。

２．賃貸不動産の時価等に関する事項
（単位：百万円）

連結貸借対照表計上額

100,220

（注１)連結貸借対照表計上額は取得原価から減価償却累計額及び減損損失累計額を控除した金額である。

（注２)当期末の時価は、主として、社外の不動産鑑定士による不動産鑑定評価書に基づく金額である。

１株当たり情報に関する注記

１株当たり純資産額 703円 16銭

１株当たり当期純利益金額 76円 44銭

重要な後発事象に関する注記

　社債の発行

連結計算書類作成会社は、平成２３年４月２８日に、以下のとおり無担保社債を発行した。

(1)　社債の名称 第５４回無担保社債

(2)　発行総額　　　 70,000百万円

(3)　利率　　　　　　 年0.871％

(4)　発行価格　　　 額面100円につき100円

(5)　償還期限　　　 平成２８年４月２８日

(6)　払込期日　　　 平成２３年４月２８日

(7)　資金の使途　　 長期借入金の返済資金に充当

その他の注記

該当事項なし。

記載金額については、百万円未満を四捨五入して表示している。

時価

101,801
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5.計算書類の｢個別注記表｣ 

重要な会計方針に係る事項に関する注記

１．資産の評価基準及び評価方法

(1) 有価証券 ･･････････････････････････････････････ 満期保有目的の債券…償却原価法（定額法）

子会社株式及び関連会社株式…移動平均法に基づく原価法

その他有価証券

  ①時価のあるもの…決算日の市場価格等に基づく時価法

     評価差額は全部純資産直入法により処理し、売却原価は移動平均

     法により算定

  ②時価のないもの…移動平均法に基づく原価法

(2) デリバティブ ･･････････････････････････････････ 時価法

(3) 棚卸資産 ･･････････････････････････････････････ 先入先出法に基づく原価法（貸借対照表価額は収益性の低下に基づく

簿価切下げの方法により算定）

２．固定資産の減価償却の方法

(1) 有形固定資産 ･･････････････････････････････････ 定額法を採用している。なお、耐用年数は見積耐用年数、残存価額は

実質的残存価額によっている。

(2) 無形固定資産 ･･････････････････････････････････ 定額法を採用している。なお、自社利用のソフトウエアについては、

社内における利用可能期間（５年）に基づく定額法を採用している。

(3) リース資産 ････････････････････････････････････ 定額法を採用している。なお、耐用年数は見積耐用年数又はリース

期間とし、残存価額は実質的残存価額によっている。

３．外貨建の資産又は負債の本邦通貨への換算基準

外貨建金銭債権債務は、期末日の直物為替相場により円貨に換算し、換算差額は損益として処理している。

４．引当金の計上基準

(1) 貸倒引当金 ････････････････債権の貸倒れによる損失に備えるため、一般債権については貸倒実績率により、貸倒懸念債権

等特定の債権については個別に回収可能性を検討し、回収不能見込み額を計上している。

(2) 製品保証引当金 ････････････製品のアフタ－サ－ビスに対する費用の支出に備えるため、保証書の約款に従い、過去の実績

を基礎に翌期以降保証期間内の費用見積額を計上している。

(3) 退職給付引当金 ････････････従業員の退職給付に備えるため、当事業年度末における退職給付債務及び年金資産の見込み額に

基づき、退職給付引当金または前払年金費用を計上している。

会計基準変更時差異については１５年による均等額を費用処理している。

過去勤務債務は、その発生時の従業員の平均残存勤務期間以内の一定の年数による定額法に

より費用処理している。

数理計算上の差異は、各事業年度の発生時における従業員の平均残存勤務期間以内の一定の年数

による定額法により按分した額をそれぞれ発生の翌事業年度から費用処理することとしている。

(4) 災害損失引当金 ････････････東日本大震災による災害に伴い、今後発生が見込まれる費用について合理的に見積もられる金額

を計上している。

５．その他計算書類作成のための基本となる重要な事項

(1) ヘッジ会計の方法

 ① ヘッジ会計の方法･･･････････原則として繰延ヘッジ処理によっている。なお、振当処理の要件を満たして

いる為替予約等の内、外貨建売上債権に係るもの以外については振当処理に、

特例処理の要件を満たす金利スワップについては特例処理によっている。

 ② ヘッジ手段とヘッジ対象･････ヘッジ手段 ･･･ デリバティブ取引

ヘッジ対象 ･･･ 主として外貨建債権債務等

 ③ ヘッジ方針･････････････････リスク管理規定及びデリバティブ取引に関する権限規定に基づき、
為替変動リスク、金利変動リスク等を一定の範囲内でヘッジしている。

 ④ ヘッジ有効性の評価方法･････ヘッジ手段とヘッジ対象の取引に関する重要な条件が同一である場合には、
ヘッジ有効性の評価を省略している。

(2) 消費税等の会計処理 ･････････････････ 税抜方式

(3) 連結納税制度の適用 ･････････････････ 連結納税制度を適用している。

６．重要な会計方針の変更

当事業年度より、「資産除去債務に関する会計基準」(企業会計基準第18号 平成20年３月31日)及び「資産除去債務に関する

会計基準の適用指針」(企業会計基準適用指針第21号 平成20年３月31日)を適用している。これにより、当事業年度の税金等

調整前当期純損失が857百万円増加している。なお、営業損失及び経常損失に与える影響は軽微である。

７．表示方法の変更

(1) 従来、「雑収入」に含めて表示していた営業外収益「受取保証料」は、区分掲記している。

(2) 従来、区分掲記していた特別利益の「関係会社株式売却益」は、特別利益「その他」に含めて表示している。

個 別 注 記 表
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貸借対照表に関する注記

１．有形固定資産の減価償却累計額 1,390,575 百万円

（内、リース資産 153,659百万円）

２．保証債務等の残高

・保証債務

従業員 95,148 百万円

ｵｰﾄﾓｰﾃｨﾌﾞｴﾅｼﾞｰｻﾌﾟﾗｲ(株) 18,479 百万円

英国日産自動車製造会社 7,645 百万円

日産サウスアフリカ会社 4,295 百万円

北米日産会社 897 百万円

その他 10,562 百万円

　計 137,027 百万円

・保証予約

ひびき灘開発（株） 312 百万円

・経営指導念書

英国日産自動車製造会社 23,514 百万円

日産ﾓﾄｰﾙ･ｲﾍﾞﾘｶ会社 23,514 百万円

東風日産汽車金融有限公司 8,242 百万円

　計 55,270 百万円

・キープウェル・アグリーメント

　　上記の他に子会社との間で、信用を補完することを目的とした合意書（キープウェル・アグリーメント）がある。

米国日産販売金融会社 1,606,323 百万円

㈱日産フィナンシャルサービス 612,000 百万円

カナダ日産自動車会社 102,184 百万円

ニッサンリーシング（タイランド）社 26,175 百万円

豪州日産販売金融会社 21,520 百万円

　計 2,368,203 百万円

３．関係会社に対する金銭債権及び債務（区分掲記されたものを除く）

短期金銭債権 299,674 百万円

短期金銭債務 293,923 百万円

長期金銭債務 11,365 百万円

損益計算書に関する注記

(1) 関係会社との取引高

営業取引による取引高

　売上高 2,976,114 百万円

　営業費用 1,232,652 百万円

営業取引以外の取引による取引高 89,909 百万円

(2) 災害による損失は東日本大震災によるもので主な内訳は次の通りである。

操業休止期間中の固定費 13,630 百万円

被災資産の廃棄損及び修繕費 6,472 百万円

その他 5,036 百万円

株主資本等変動計算書に関する注記

当事業年度末における自己株式の種類及び株式数 普通株式 39,097千株

税効果会計に関する注記

繰延税金資産の発生の主な原因は、税務上の繰越欠損金、繰越税額控除、退職給付引当金、製品保証引当金等であり、

繰延税金負債の発生の主な原因は、租税特別措置法上の諸積立金、その他有価証券評価差額金等である。

なお、繰延税金資産から控除されている評価性引当額は212,259百万円である。  
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関連当事者との取引に関する注記

子会社及び関連会社等
（単位：百万円）

議決権等の
所有割合

関連当事者
との関係

取引の内容 取引金額 科目 期末残高

北米日産会社 所有 当社製品の販売先 売上高 959,679 売掛金 52,437
直接100％ 役員の兼任 前受金 58,169

日産インターナショナル社 所有 当社製品の販売先 売上高 340,787 売掛金 23,404

間接100％ 役員の兼任

日産車体㈱ 所有 仕入高 325,951 買掛金 43,900
直接42.89％ 未払費用 5,842
間接0.03％ 前渡金 4,381

中東日産会社 所有 受取配当金 30,000 - -
直接100％

日産（中国）投資有限公司 所有 当社製品の販売先 受取配当金 25,310 - -
直接100％ 役員の兼任

日産ファイナンス㈱ 所有
直接100%

当社の国内子会社へ
の融資の為の

資金の貸付 308,398 関係会社
短期貸付金

308,398

貸付

㈱日産フィナンシャルサービス
所有 資金の貸付 200,000 関係会社

短期貸付金
200,000

直接100％ 保証債務等 612,000 - -
ｷｰﾌﾟｳｪﾙ・
ｱｸﾞﾘｰﾒﾝﾄ

米国日産販売金融会社
所有 資金の貸付 90,475 関係会社

短期貸付金
90,475

間接100％ 保証債務等 1,606,323 - -
ｷｰﾌﾟｳｪﾙ・
ｱｸﾞﾘｰﾒﾝﾄ

カナダ日産自動車会社 所有 当社製品の販売金 保証債務等 102,184 - -
直接37.62％
間接62.38%

融の為の保証等 ｷｰﾌﾟｳｪﾙ・
ｱｸﾞﾘｰﾒﾝﾄ

取引条件及び取引条件の決定方針
 (1) 製品及び部品の販売については、市場価格・総原価等を検討の上決定している。
 (2) 製品の購入については、提示された見積価格、現行製品の価格及び当社製品の市場価格から算定した価格を基に、
     検討・交渉の上決定している。
     なお、部品の支給等は仕入高と相殺されており、その額は当社の原価から算定した価格を基に、
     交渉の上決定している。

その他
 (1) 子会社の借入金等に対して債務保証をしている。
     また、債務保証の一環として、信用を補完することを目的とした合意書（キープウェル･アグリーメント）がある。
 (2) 当社は、グループ企業との金銭貸借を行っており、利率については市場金利を勘案の上、決定している。
 (3) 100％子会社からの受取配当額については、財務状況を勘案して配当額を決定している。

１株当たり情報に関する注記

１株当たり純資産額 435円 04銭
１株当たり当期純損失金額（△） △5円 37銭

重要な後発事象に関する注記

　社債の発行

当社は、平成２３年４月２８日に、以下のとおり無担保社債を発行した。

(1)　社債の名称 第５４回無担保社債

(2)　発行総額　　　 70,000百万円

(3)　利率　　　　　　年0.871％

(4)　発行価格　　　 額面100円につき100円

(5)　償還期限　　　 平成２８年４月２８日

(6)　払込期日　　　 平成２３年４月２８日

(7)　資金の使途　　 長期借入金の返済資金に充当

その他の注記

該当事項なし。

記載金額については、百万円未満を切り捨てて表示している。

属性 名称

子会社

子会社

子会社 当社製品の一部を製
造委託

子会社 当社製品の販売先

子会社
当社製品の販売金融
の為の貸付及び保証
等

子会社

子会社

子会社

子会社
当社製品の販売金融
の為の貸付及び保証
等

 

以 上 


